
基本目標 ２

施策目標 （1）

基本施策分野 ⑦

事業名称 担当課 事業年度 ２０年度実績 １９年度実績 １8年度実績 １７年度実績

こども福祉 Ｈ17～21
支払い児童延べ 74,791人 総額493,550,000円 児童数
6,531人 受給者数 3,973人

支払い児童延べ 72,850人 総額468,940,000円 児童数
6,329人 受給者数 3,826人 平成19年度制度改正有り

支払い児童延べ 68,060人 総額379,285,000円 児童数
6,156人 受給者数 3,744人 平成18年度制度改正有り

支払い児童延べ ５２，６２１人 総額２９３，７９０，０００円 児童数 ４，６１７
人 受給者数 ２，９８５人

こども福祉 Ｈ17～21 （再掲2-（2）-②） （再掲2-（2）-②） （再掲2-（2）-②） （再掲2-（2）-②）

こども福祉 Ｈ17～21 （再掲2-（2）-②） （再掲2-（2）-②） （再掲2-（2）-②） （再掲2-（2）-②）

こども福祉 Ｈ17～21 （再掲2-（2）-②） （再掲2-（2）-②） （再掲2-（2）-②） （再掲2-（2）-②）

こども福祉 Ｈ17～21 （再掲2-（2）-②） （再掲2-（2）-②） （再掲2-（2）-②） （再掲2-（2）-②）

社会福祉
こども福祉

Ｈ17～21
府制度による支援実施。公立以外の高校に進学する生活保護
受給者について、奨学金による支援を行った。 7名が受給。

府制度による支援実施。公立以外の高校に進学する生活保護
受給者について、奨学金による支援を行った。 ５名が受給。

府制度による支援実施。公立以外の高校に進学する生活保護
受給者について、奨学金による支援を行った。 ９名が受給。

府制度による支援実施。公立以外の高校に進学する生活保護受給者につ
いて、奨学金による支援を行った。 ７名が受給。

こども福祉 Ｈ17～21 （再掲2-（2）-③） （再掲2-（2）-③） （再掲2-（2）-③） （再掲2-（2）-③）

こども福祉 Ｈ17～21 （再掲2-（2）-③） （再掲2-（2）-③） （再掲2-（2）-③） （再掲2-（2）-③）

社会福祉 Ｈ17～21 平成１７年１２月末で事業終了。 平成１７年１２月末で事業終了。 平成１７年１２月末で事業終了。
就職が内定している中卒、高校退学、高校卒業者に就職支度金を支給し、
要保護者への支援を行った。 ・一般 １人に支給。 ・生活保護 ５人に支
給。 この事業は平成１７年１２月末で終了した。

○市特別児童福祉手当
（再掲2-（2）-②）

○高等学校奨学金（府制度）
・奨学金により支援を行う。（生活

保護受給
者、母子父子市町村民税非課

税世帯）

○特別児童扶養手当
（国制度、府による認定・支給事
務：進達事務）
（再掲2-（2）-③）

○市心身障害児童特別手当
（再掲2-（2）-③）

○就職支度金
（中学校卒、高校退学・卒業者へ
の就職支度金による要保護者へ
の支援）

○母子家庭奨学金（府制度：周
知）
（再掲2-（2）-②）

子どもが笑顔にあふれ、健やか
に育つ環境づくり

各種手当の支給によ
る支援

○交通遺児奨学金（府制度：周
知）
（再掲2-（2）-②）

○児童手当

○児童扶養手当
（再掲2-（2）-②）

事業内容（細事業）

◎ 展開する事業群(2-1-7)

心身を健やかに育む子育て環
境の充実

子育てに伴う経済的支援

2-(1)-①



こども福祉 Ｈ17～21
生活保護世帯 ２３世帯
母子家庭世帯 ６７世帯

生活保護世帯 １７世帯
母子家庭世帯 ５８世帯

生活保護世帯 22世帯
母子家庭世帯 50世帯

生活保護世帯 １６世帯
母子家庭世帯 ６１世帯

学校教育 Ｈ17～21

京田辺市在住の私立幼稚園保護者３１８人に対して保育料減
免事業を行う私立幼稚園２０園に補助を行った。 実績２４，００
６，３００円 市立幼稚園在園児保護者延べ２１名に対して合
計６３４，０００円の減免を行った。

京田辺市在住の私立幼稚園保護者３０１人に対して保育料減
免事業を行う私立幼稚園１８園に補助を行った。 実績２１，４４
８，５００円 市立幼稚園在園児保護者延べ２１名に対して合
計６５７，０００円の減免を行った。

京田辺市在住の私立幼稚園保護者２９７人に対して保育料減
免事業を行う私立幼稚園２０園に補助を行った。 実績２０，１５
５，００８円 市立幼稚園在園児保護者延べ１８名に対して合
計６３０，０００円の減免を行った。

京田辺市在住の私立幼稚園児保護者２６５人に対して保育料減免事業を
行った。私立幼稚園２０園に補助を行った。実績額 １９，３７９，１００円 ・
市立幼稚園在園児保護者１７名に対して合計５５３，０００円の減免を行っ
た。

学校教育 Ｈ17～21

市立小学校児童４９１名及び中学校生徒３７２名の保護者に対
して修学旅行費の補助を行った。 実績額小学校費３，４３７
千円、中学校費５，５８０千円。 小学校・中学校保護者が負
担する学級費を負担（学級消耗品費）。小学校４，２３２千円、中
学校１，６２１千円を各学校に配分した。・就学援助費 小学校
６０４人 ３２，９７５千円 中学校 ２５９人 １２，６６８千円
・特別支援教育就学奨励金 小学校 １１人 ３２８千円 中
学校 ６人 １７４千円

市立小学校児童５０４名及び中学校生徒４０２名の保護者に対
して修学旅行費の補助を行った。 実績額小学校費３，５２８
千円、中学校費６，０３０千円 小学校・中学校保護者が負担
する学級費を負担（学級消耗品費）。小学校４，１６２千円、中学
校１，５６３千円を各学校に配分した。・就学援助費 小学校 ５
６５人 ３０，６０８千円 中学校 ２４７人 ９，９６７千円 ・
特別支援教育就学奨励金 小学校 １４人 ４２４千円 中
学校 １人 １４千円

市立小学校児童４６４名及び中学校生徒４１３名の保護者に対
して修学旅行費の補助を行った。 実績額小学校費３，２４８
千円、中学校費６，１９５千円 小学校・中学校保護者が負担
する学級費を負担。小学校４，０９７千円、中学校１，６１８千円
を各学校に配分した。・就学援助費 小学校 ５１９人 ２７，３６
７千円 中学校 ２０１人 ８，０３４千円 ・特殊教育就学
奨励金 小学校 １１人 ３２７千円 中学校 ６人 ２２０千
円

市立小学校児童４６１名及び中学校生徒３７５名の保護者に対して修学旅
行経費の補助を行った。実績額小学校費３，２２７千円，中学校費５，６２５
千円。 ・小学校・中学校保護者が負担する学級費を負担した。実績額
小学校３，６８３千円、中学校１，５４８千円を各学校に配分した。 ・就学援
助費 小学校 ５１９人 ２７，３６７千円、中学校 ２０１人 ８，０３４千円 ・特
殊教育就学奨励金 小学校 １１人 ３２７千円、中学校 ６人 ２２０千円

社会教育 Ｈ17～21 生活保護世帯の負担金を全額免除
生活保護、要保護、準要保護及び前年分住民税が非課税の
世帯の負担金を全額免除

生活保護、要保護、準要保護及び前年分住民税が非課税の
世帯の負担金を全額免除

生活保護世帯、要保護・準要保護世帯の負担金は、全額を免除した。

乳幼児医療費助成 こども福祉 Ｈ17～21
対象者数７，９５６人 ６８，９９４件（０～３歳１，８１０人及び小学
生９２７人３4,676件 ３～就学前１，９３９人３４，９２２件）助成
額 １１３,１１４千円

対象者数４，５６８人 ６４，３８２件（０～３歳１，７８１人及び小学
生８１２人３０，９９７件 ３～就学前１，９７５人３３，３８５件）助
成額 128,879千円

対象者数 ４，００２名 ５９，７２６件 （０～３歳 １，７９３人 ２
７，３２３件、３～６歳 ２，２０９人 ３２，４０３件） 助成額１２５，
２６４千円

対象者数 ４，５３９名 ６０，３２３件 （０～３歳 ２，０８９人 ２
８，１３９件、３～６歳 ２，４５０人 ３２，１８４件） 助成額１２0，
２９９千円

不妊治療費助成 こども福祉 Ｈ17～21 （再掲1-（1）-①） （再掲1-（1）-①） （再掲1-（1）-①） （再掲1-（1）-①）

○就学前児童の医療費に係る一
部負担金を助成

○不妊治療費助成事業
（再掲1-（1）-①）

○保育所保育料の軽減
（生活保護世帯、母子父子家庭
等）

○幼稚園就園奨励事業
・私立幼稚園就園奨励費補助金
・市立幼稚園保育料減免

○留守家庭児童会保育料の減免
（生活保護世帯、要保護・準要保
護世帯）

○各種援助・補助金による保護者
負担の軽減

・修学旅行費
・学級費
・就学援助費
・特殊教育就学奨励費

保育、教育費用の負
担軽減

2-(1)-①




